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要旨 :中国 ･溝陽市における年金制度および老後生活に関する意識調査において､年金制度の理解について､｢退職後
の給与支払い｣､｢個人貯蓄｣､｢世代間扶養｣の3つの要素について質問したところ､｢世代間扶養｣という認識が大変低
いことが明らかになった｡ここから､中国独自の ｢個人口座｣と ｢社会的プール ･社会統括基金｣による積立方式 ･賦
課方式を組み合わせた公的年金制度の特徴が市民意識にも反映されていると考えることができる｡ また､現在の年金制
度に基づいて､将来の給付が水準のシミュレーションを行った結果､退職時に現役世代の平均賃金の54%程度が給付さ
れることが明らかになった｡これは､最近の日本の年金改革で推計されているモデル世帯 (専業主婦世帯)の50.2%を
上回る水準である｡ ただし､保険料負担が中国の方が高いこと､中国の年金制度は都市部の労働者だけを対象にしてい
ることなどを考慮する必要がある｡
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はじめに
本研究プロジェクトでは､中国の社会保障制度につい
て､｢国際機関による年金制度改革-の影響｣､｢経済発
展と世界銀行の年金モデル｣､｢国内事情の変化と年金制
度改革の検証｣､｢経済改革開放と固有企業改革｣､｢国民
生活への影響｣､｢社会経済の変化と家族､福祉､老後生
活｣など広範囲にテーマを設定し､その全体像を明らか
にすることを目指している｡ 将来的には､ヨーロッパ中
心の比較福祉国家論では-まとめにされてきた ｢アジア
福祉国家モデル｣､あるいは ｢東アジア福祉国家モデル｣
内の多様性を明らかにするとともに､いわゆる ｢後発性
利益｣論の検証を進めたいと考えている｡
昨年度は､①中国年金制度の変遷､②市場経済導入と
国有企業改革､③世界銀行モデルの影響の検証､④新年
金制度の概要と問題点の整理､⑤年金に対する意識調査
の実施を行った｡引き続き今年度は､上記に加えて⑥調
(1)
査結果の分析 :市民の意識と制度の特徴との関係､(彰新
年金制度の分析 :試算による給付水準の検証を中心に作
業を進めている1)｡本稿では､その結果の一部について
報告する｡
1.中国の年金制度
年金制度の設計については､大きく ｢積立方式｣と
｢賦課方式｣の2つの方式がある｡｢積立方式｣とは､将
来の年金給付に必要な原資をあらかじめ保険料で積み立
てておく方式であり､人口の高齢化が進んでも保険料は
影響を受けない一方で､積立金について金利の変動の影
響を受ける場合がある｡｢賦課方式｣とは､その時に必
要な原資をその時の現役世代の保険料でまかなう方式で
ある｡積立金がないので金利の影響を直接は受けないが､
人口の高齢化が進む (-年金受給者と現役加入者の比率
が変わる)と保険料に影響することになる｡いわゆる
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｢世代間の仕送り｣と呼ばれるシステムである｡
日本の公的年金は､｢修正積立方式｣と呼ばれ､積立
金を持ちつつ､現役世代の保険料や公費負担が行われて
いるが､実質的に｢賦課方式｣の側面が強く､増大する
現役世代の負担の問題が､先の年金改革の背景にある｡
逆に､｢積立方式｣の例としては､シンガポールのように
中央積立基金(CPF)が､社会保障の広範囲な領域をカバ
ーするシステムを選択している場合も挙げることができる｡
中国の公的年金は､1997年以降､明確な積立方式と賦
課方式を併用するシステムへと移行している｡現在の制
度の仕組みやその成立過程については､すでに多くの紹
介がなされているので､本稿では簡単に説明する2)｡ま
ず､現在の年金制度は､大きく2つの構造から成る｡ 1
つは｢個人口座｣と呼ばれる部分であり､現役時代から
個人名義で保険料を積み立てていく｡また､企業も保険
料を個人口座へと負担分を振 り込む｡この ｢個人口座｣
分の年金については､老後を迎えるまで自由に引き出す
ことができない｡もう.1つは､｢社会的プール基金｣と
呼ばれる部分であり､企業が従業員の貸金から保険料を
振り込むものである｡年金給付については､最初の10年
間は､個人口座を切り崩す形で給付が行われ､これに社
会的プールからの給付を加えた額が給付される｡なお､
社会的プール基金からは､その地域の平均労働者の賃金
の20%が給付されることになっている｡10年後は､社会
的プール基金による個人口座分の代替分に､社会的プー
ル基金からの給付を加えた額が受け取る年金額となる｡
なお､社会的プールによる10年後代替分については､個
人口座額を踏襲する形となる (Fig.1参照)0
Fig.1 中国の年金制度の構造
中国の年金制度の特徴をもう一度整理しておき.たい｡
第一に､個人口座分については､所得に応じて口座の額
が決まるという意味で ｢所得比例｣の年金であり､実質
的に､｢強制貯蓄｣である｡ 次に､｢社会的プール｣の部
分については､地域の平均労働者の貸金20%が支給され
ることから､現役世代の貸金上昇に自動的に対応する
｢貸金スライド｣の仕組みが実質的に担保される形とな
(2)
っている｡また､一律､平均労働者の貸金の20%という
ことで､ある種の再分配機能を有している｡
2.市民意識と年金制度設計
次に､本研究会が実施した中国 ･渚陽市における年
金制度および老後生活に関する意識調査の結果から､年
金制度改革 ･新年金制度の導入と関連して注目すべき点
を紹介しておきたい3)0
第一に､年金の理解 ･認知度についてである｡1990年
代以降実施されてきた年金制度改革のポイントの 1つ
は､社会主義体制下の国有企業を通じて提供されてきた
退職金制度に｢保険｣や ｢負担｣の原則を導入すること
であった｡年金保険科を個人や企業が負担することはそ
の象徴的な出来事である｡急速な制度改革によって､自
分が保険料負担しているという意識が存在 ･定着してい
るのかについてたずねたところ､78%が知っていると答
えている｡また､｢社会的プール ･社会統括基金｣につ
いても約2/3が知っていると答えている(Fig.2,Fig3参
Fig.2 企業･個人負担についての認知度
申知っているb知らない
Fig.3 社会的プー ル基金についての認知度
盟)0
さらに､｢年金制度
の位置づけ｣につい
て､｢退職後の企業
からの給与支払い｣､
｢個人貯蓄｣､｢世代
間の仕送 り｣の3つ
の考え方があるが､
それぞれについて質
問したところ､退職
後の給与だと考える
者の割合 (大変そう
思う､そう思うと答
えた者)は70%､個
人貯蓄だと考えた者
の割合は66%である
のに対 して､｢世代間の仕送り｣と答えた者の割合が大
変低い(24%)ことが明らかになった (Fig.4参照)0
Fig.4 年金制度の位置づけ
退職後の給与
世代仰扶養
■まあそう思う□あまりそう思わfJ.1Iロ全くそう患わない+相等
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このように調査からは､年金制度について､｢退職後
の給与｣､｢個人貯蓄｣という認識が強く､逆に ｢世代間
扶養｣という意識は少ない結果となっている｡その理由
の一つとして｢個人口座｣と｢社会的プール ･社会統括
基金｣による積立方式 ･賦課方式を組み合わせたユニー
クな公的年金制度の特徴を反映していると考えることが
できる｡
3.中国年金制度の給付水準
本年度の研究では､現在の中国の年金制度が将来どの
程度の給付水準になるか検討するためシミュレーション
を行った｡中国の場合は､共働き世帯が通常であり､ま
た年金制度自体が個人単位で設計されていることから､
独身男性について試算を行うことにした｡前提条件とし
て､貸金上昇率1%､金利の上昇は考慮しないこととし､
23歳から60歳定年まで連続して同一制度に加入し､平均
賃金を稼得したケースについて計算した｡保険料は本人
分を8%とし､これを個人口座-､企業の保険料を20%
として社会的プール･個人口座-支払うものとした｡そ
の結果､退職時に現役世代の平均賃金の54%程度が給付
されることが明らかになった｡
これは､最近の日本の年金改革で推計されているモデ
ル世帯 (専業主婦世帯)の50.2%､独身男性の36%と比
較しても高い水準と言える｡ただし､保険料負担が中国
の方が高いことに注意する必要がある｡すなわち､日本
における先の年金改革は､将来の保険料率を固定化する
ことが大きなポイントであり､現在の13.58% (これを企
業と従業員が折半する)を将来18.30% (同様に折半)へ
徐々に引き上げた後に固定されるならば､保険料全体と
しては中国より低いことが予想される｡その一方､日本
の年金改革では ｢マクロ経済スライド｣が導入され､少
子化の進行など現役世代の割合の変化に応じて給付を調
整できることになっており､現役世代とのギャップが拡
大する可能性が指摘されていることにも留意する必要が
あろう｡
加えて､中国の年金制度は都市部の労働者だけを対象
にしていることを考慮する必要がある｡農村部の所得保
障の課題は依然として残されたままである｡また､現在
の制度設計上の問題にも注意しなければならないだろ
う｡まず､個人口座分の年金が10年の有期年金であるこ
とを考える必要がある｡中国の平均寿命は71.4歳と日本
より短く､その意味で10年を一概に短いとは言えないが､
いずれ平均寿命が伸長した場合に､現在の制度で対応で
きるのか不透明である｡ また､これまでにも指摘されて
いるように､この個人口座の多くは実質的に｢名義上｣
(3)
のものであり､実際に口座内に額面どおりの額が存在す
るわけではない｡しかしながら､状況は地方によって大
きく異なっており､実際に積立のある口座も存在するケ
ースもあり､比較的余裕のある企業や地域では､再分配
システムへの参加を回避する動きなど､地域間 ･地域内
格差の存在も指摘されている4'｡
4.まとめにかえて :年金制度と市民意識
最後に､日本へのインプリケーションについて若干整
理してみたい｡まず､年金制度の位置づけに関する根本
的な議論の必要性である｡すなわち､｢個人貯蓄｣と｢世
代間扶養｣の2つの考え方の差異について市民へ説明し､
今後の年金制度について理解を得る必要がある｡日本の
場合は､政府の ｢世代間扶養｣という説明に対して､市
民の側では ｢払った分戻ってくるかどうか｣といった貯
蓄的な観点から年金制度を理解する傾向が散見され､年
金改革をめぐる議論がかみ合ってきたとは言いがたい｡
この点､中国の年金制度は表面上､個人口座という形
で ｢個人貯蓄｣のイメージを前面に出しており､同時に
市民の側でも｢貯蓄｣という受け止め方をしている｡こ
の点は､政府の側だけが ｢世代間扶養｣を強く訴える日
本と極めて対照的である｡ところで､貯蓄という説明を
したとしても､｢最低生活保障｣や ｢所得再分配｣といっ
た本来の社会保障の役割がなくなるわけではない｡先の
日本の年金改革では､年金とは何かという基本的な点に
ついて説明が十分になされたとはいいがたい｡
第2に､制度への信頼性の問題である｡中国の場合で
もカラ口座の問題など､実際にそこに引き出せる原資が
存在するわけではない｡これは､現在の年金制度が社会
主義市場経済のもとで､個人負担を導入する際の政治的
必要性から登場したという背景とあわせて理解する必要
がある｡しかしながら､これが年金制度への不信感に直
接つながっているとは言えない｡アメリカの大手保険会
社であるプリンシパル ･グループの国際調査 (12カ国で
各500人程度のインタビュー調査)によると､｢自国の政
府が､退職後に快適な生活水準を保障してくれる｣と考
える者の割合は､中国で23%､イギリスで9%､ ドイツ
で7%､アメリカで3%､日本は1%であった｡また､｢政
府は､老後生活における経済的な保障を行うためにどの
程度努力しているか｣という質問に対して､｢よくやっ
ている｣､｢たいへんよくやっている｣と答えた者の割合
は､中国が61%､ドイツが20%､イギリスが15%などに
対して､日本は8%という結果が出ている5)｡もちろん､
現在の政治体制 ･経済状況などを考慮して見なければな
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らない数字であるが､制度や政府に対する数字が日本の
場合大変低いことが目立つ結果となっている｡
年金のように予測が困難な制度の場合には､現在の制
度上の問題よりも､将来に向けて政策担当者が信頼を確
保できるかどうかが制度運営のカギとなっているように
思われる｡ 結局は､どう説明するか､そしてそれを信じ
てもらえるかということになろう｡ 年金制度設計を考え
る場合に､財政上の均衡等だけでなく､市民から理解と
支持が得られるかといった視点についても注意する必要
があると考える｡｢制度設計｣､｢市民の理解｣､｢給付水準｣､
などをセットで扱うことが ｢制度の信頼性｣を議論する
上では重要である｡
本稿では､昨年度から引き続き行ってきた中国の年金
制度研究の一部について報告を行った｡今後の本プロジ
ェクトの課題としては､｢年金制度設計の基盤となる家
族設定｣､｢生活実態に合わせた制度の価値の検証｣があ
げられる｡また､事例研究によって生活 ･家族のモデル
化を行う必要があるが､これについては稿を改めて報告
することにしたい｡
<注>
1)この研究プロジェクトは､大阪市立大学大学院生活
科学研究科研究助成金を受け､研究を進めている｡
本稿はその成果の一部について発表するものであ
る｡なお､前回の報告については林春姫他､2004年
参照｡
2)たとえば､蒋小青 ･坂口正之2000年､田多英範他
2004年など参照｡
3)この調査は､中国東北部の播陽市で2003年9月に実
施した｡対象者は一般市民300人 (回収率は約90%)
である｡
4)大沢真理他､2004年､pp298-320
5)PrincipalFinancialGroup,2004｡
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